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買主が、契約締結後に工事中のマンション
においてエレベーター設置工事中に転落死亡
事故が発生したことから、売主は債務の本旨
に従った履行をすることが不可能になったな
どとして、債務不履行責任等に基づく契約解
除と手付金の返還を求めた事案において、事
故によって売主の債務の履行が不能になった
と解することはできない等として請求を棄却
した事例 （東京地裁 平成24年４月17日判決
ウエストロージャパン）

１　事案の概要

平成20年４月及び同年５月、Ｘ１・Ｘ２及
びＸ１の会社Ｘ３（以下「Ｘら」という。）は、
Ｙ１及びＹ２（以下「Ｙら」という。）が分
譲するマンションの３室（2812号室、1411号
室、203号室）を購入する売買契約を締結し
て、それぞれの手付金の合計3,153万円を支
払った。

なお、本件各売買契約において、引渡予定
日は平成21年７月31日とされ、本件各売買契
約に係る各契約書には、いずれも次の条項（以
下「本件条項」という。）がある。

第19条　買主又は売主は、相手方がこの契約
の各条項の一に違背し、期限を定めた履行
の催告に応じない場合には、この契約を解
除することができるものとし、この契約に
違背した者は、その相手方に対して手付金
相当額を違約金として支払うものとします。

　　買主がこの契約に違背した場合、売主は

受領済金員のうち、手付金を違約金として
取得し、残余は無利息にて買主に返還しま
す。売主がこの契約に違背した場合、売主
は受領済金員の全額を無利息にて買主に返
還し、かつ違約金を買主に支払うものとし
ます。

平成20年８月、本件マンションの施工業者
の下請業者従業員２名がエレベーター設置前
のエレベーターシャフト内（概ね地上１０階相
当）において、ゴンドラに乗ってエレベー
ターレール設置作業を行っていたところ、ゴ
ンドラが地上１階ピットまで落下し、搬送先
の病院において死亡が確認されたという事故
が発生した（以下「本件事故」という。）

Ｘらは、Ｙらに本件各契約の解除及び手付
金の返還を申し入れたが、Ｙらが最終的にこ
れを拒否したため、①Ｙらは事故物件でない
物件を引き渡すという債務の本旨に従った履
行を行うことが不可能となっている、②本件
建築中の落下死亡事故により、エレベーター
の安全性に対する不安感を感じるなどの心理
的瑕疵が生じた等として、Ｙらに対し、契約
の解除と手付金の返還を求めて提訴した。

２　判決の要旨

裁判所は次のとおり判示して、買主の請求
を棄却した。
１．債務不履行に基づく解除が認められるか

について
Ｘらは、本件事故が発生したため、Ｙらが

エレベーター設置工事中の転落事故を原因とする買
主の契約解除及び手付金の返還請求を棄却した事例
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事故物件でない物件を引き渡すという債務の
本旨に従った履行を行うことが不可能となっ
た、あるいは、Ｙらが高品質、高資産価値の
マンションを引き渡すという債務を履行する
ことが不可能となった旨主張する。

債務の履行が不能であるかどうかは、社会
の取引観念に従って定められるところ、本件
事故は、本件マンションのエレベーター設置
前に、エレベーターレール設置作業中に発生
したものであること、Ｘらが購入した本件マ
ンションの部屋において発生したものではな
く、共用部分たるエレベーターシャフト内で
発生したものであること、発生現場は地下１
階ピットであり、Ｘらが購入した部屋とはフ
ロアを異にしていることなどの事実が認めら
れるのであり、これらの事実にかんがみると、
Ｘらが指摘する事情を考慮しても、本件事故
によって、Ｙらの債務の履行が不能になった
と解することはできない。
２．瑕疵担保責任に基づく解除が認められる

かについて
Ｘらは、本件事故により心理的瑕疵が生じ

た旨主張するが、認定事実によれば、本件事
故は、本件各売買契約締結後に発生したこと
が明らかであり、本件各売買契約において、

「売買の目的物に隠れた瑕疵があった」とは
いうことはできない。

また、確かに、本件事故によりＸらが不安
感を抱くようになったことなどは否定できな
いものの、Ｘらが購入した部屋において発生
したものではないこと等の事情を総合考慮す
れば、本件各売買契約の目的を達することが
できると認めるのが相当である。
３．本件条項は消費者契約法９条１号又は公

序良俗に反し無効かについて
本件条項は、債務不履行の際の損害賠償の

額を予定したものであるところ、このような
規定は、予想外の多額の損害賠償を回避する

という意味で契約当事者にとって合理性を有
するものである。また、宅建業法38条は、宅
地建物取引業者が自ら売主となる売買契約に
おける損害賠償や違約金の額について代金額
の10分の２を超える部分について無効と規定
しているところ、本件条項は、手付金相当額
である売買代金の１割に相当する額を違約金
と定めていることが認められる。以上の事実
に照らすと、本件条項が公序良俗に反し無効
ということはできない。

Ｘらの請求はいずれも理由がないからこれ
を棄却する。

３　まとめ

売買契約締結後に生じた本件の落下死亡事
故は、そもそも瑕疵担保責任の問題にはなり
得ないが、宅建業者の説明義務の問題はどう
考えればよいだろうか。

契約締結後に生じた事故等であっても、取
引の判断に重要な影響を及ぼす重要な事項に
該当するものついては、物件の引渡し前であ
る場合、その内容を説明する義務がある。 

しかし、建築工事中の一般の労災事故につ
いては、自殺事故等とは異なり、嫌悪感の強
い悲惨な事故であったり、販売対象住戸内で
の事故である等の特段の事情がない限り、説
明すべき重要な事項には該当しないと解する
のが相当と考える。

本事案も労災事故と説明義務を考える際の
一事例として、実務の参考になると思われる。

（調査研究部上席主任研究員）




